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○松本市多面的機能支払交付金交付要綱 

平成２６年１０月３１日 

告示第４１８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域の共同活動を支援し、農業の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、多

面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１日付け２５農振第２２５４号農林水産事務次官依命

通知。以下「国実施要綱」という。）及び長野県多面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１

日付け２６農整第１７０号長野県農政部長通知。以下「県実施要綱」という。）に基づいて行う事業

に要する経費に対し、予算の範囲内において、県実施要綱第５の１に規定する広域活動組織又は活動

組織（以下「対象組織」という。）に交付金を交付することについて、松本市補助金交付規則（昭和

３７年規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付の対象及び額） 

第２条 交付金の対象となる経費の内容及び額は、別表に掲げるとおりとする。 

（交付申請等） 

第３条 対象組織の代表者は、交付金の交付申請及び概算払請求をしようとするときは、松本市多面的

機能支払交付金交付申請書兼概算払請求書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）を市長に提

出するものとする。 

２ 交付申請書を提出するに当たって、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額（交付対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に助成割合（国実施要綱並びに県実

施要綱が定める国、県及び市町村が一体的に交付する交付単価における市町村が交付する交付単価の

割合をいう。）を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、

これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該交付金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が明らかでない対象組織に係る部分については、この限りでない。 

（交付決定等） 

第４条 市長は、前条の規定による交付申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認め

るときは、規則第４条及び第５条の規定により交付決定を行い、松本市多面的機能支払交付金交付決

定通知書（様式第２号）により対象組織の代表者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定した場合において、交付金事業の遂行のために必要と認める

ときは、交付決定額を上限として速やかに交付金の概算払いをするものとする。 

（交付金の変更） 

第５条 対象組織の代表者は、計画変更等により交付金の変更をしようとする場合には、第３条に規定

する交付申請に準じて、交付申請書を市長に提出し、決定を受けなければならない。 
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（状況報告） 

第６条 市長は、対象組織の代表者に対して、当該補助事業の進捗状況の報告を求めることができる。 

（実績報告） 

第７条 対象組織の代表者は、交付金の実績報告を次に掲げる方法により行わなければならない。 

(1) 実績報告の様式は、松本市多面的機能支払交付金実績報告書（様式第３号。施設の長寿命化のた

めの活動等に係る資源向上支払交付金にあっては、様式第４号。以下これらを「実績報告書」とい

う。）によるものとする。 

(2) 実績報告書は、交付金に係る事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又は交付決定の

あった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、市長に提出しなければならない。 

(3) 第３条第２項ただし書の規定により交付申請をした場合において、前号の規定により実績報告書

を提出するに当たり、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合は、こ

れを交付決定額から減額して報告しなければならない。 

(4) 第３条第２項ただし書の規定により交付申請をした場合において、第２号の規定により実績報告

書を提出した後、消費税及び地方消費税の申告により当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当

額が確定した場合には、その金額（前号の規定により減額した場合については、申告により確定し

た当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が当該減額した額を上回る部分の額）を松本市多

面的機能支払交付金の仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第５号）により速やかに市長に報

告するとともに、返還すべき交付金がある場合には市長の返還命令を受けてこれを返還しなければ

ならない。また、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又はない

場合であっても、その状況等について第９条に規定する交付金額の確定があった日の翌年６月３０

日までに、同様式により、市長に報告しなければならない。 

(5) 前号の規定にかかわらず、補助事業者が消費税を納める義務が免除される事業者である場合は、

売上高を確認できる資料の提出をもって消費税等相当額報告書による報告とみなすものとする。 

（交付金の額の確定） 

第８条 市長は、前条第１号の規定による実績報告書の提出があったときは、実績報告書の審査をする

ほか、必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る交付金に係る事業の実施結果が交付決定の内

容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、規則第１３条の規定により交付金の額を確定し、

松本市多面的機能支払交付金確定通知書（様式第６号）により、対象組織の代表者に通知するものと

する。 

（交付金の返還等） 

第９条 対象組織が農地維持活動又は資源向上活動を実施するに当たり、県実施要綱別紙１の第６の２

及び別紙２の第６の２に規定する活動計画並びに県実施要綱別紙１の第６の３及び別紙２の第６の

３に規定する広域協定に定められた事項が遵守されていない場合、県実施要綱別紙１の第１０又は別

紙２の第１０に規定する交付金の返還事由に該当する場合等には、市長は、期日を定めて、是正又は
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対象組織に対して交付した交付金の全部又は一部についての返還を求めるものとする。 

（関係書類の保管） 

第１０条 対象組織の代表者又はその地位を継承した者は、この交付金に係る帳簿並びに証拠書類及び

物を、交付金の交付が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しておかなけれ

ばならない。 

（書類の提出部数） 

第１１条 この要綱の規定により提出する書類の部数は、２部とする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２６年１０月３１日から施行し、平成２６年度の交付金から適用する。 

（松本市農地・水保全管理支払交付金実施要綱及び松本市農地・水保全管理支払交付金交付要綱の廃

止） 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

(1) 松本市農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成２３年告示第４２６号） 

(2) 松本市農地・水保全管理支払交付金交付要綱（平成２３年告示第４２７号） 

附 則（平成２７年１１月２０日告示第５３９号） 

この告示は、平成２７年１１月２０日から施行し、平成２７年度の交付金から適用する。 

別表（第２条関係） 

交付金の区分 経費の内容 交付額 

農地維持支払交付金 国実施要綱別紙１の第４及び県実施

要綱別紙１の第４に基づき、対象組

織が、農地維持活動を実施するため

に要する経費 

国実施要綱別紙１の第７に基づき、国

及び県の農地維持支払交付金と一体

的に、市が交付する交付額 

資源向上支払交付金（地域

資源の質的向上を図る共同

活動） 

国実施要綱別紙２の第４の１及び県

実施要綱別紙２の第４の１に基づ

き、対象組織が、地域資源の質的向

上を図る共同活動を実施するために

要する経費 

国実施要綱別紙２の第７に基づき、国

及び県の資源向上支払交付金（地域資

源の質的向上を図る共同活動）と一体

的に、市が交付する交付額 

資源向上支払交付金（施設

の長寿命化のための活動） 

国実施要綱別紙２の第４の２及び県

実施要綱別紙２の第４の２に基づ

き、対象組織が、施設の長寿命化の

国実施要綱別紙２の第７に基づき、国

及び県の資源向上支払交付金（施設の

長寿命化のための活動）と一体的に、
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ための活動を実施するために要する

経費 

市が交付する交付額 

資源向上支払交付金（地域

資源保全プランの策定） 

国実施要綱別紙２の第４の３及び県

実施要綱別紙２の第４の３に基づ

き、対象組織が、地域資源保全プラ

ンの策定を実施するために要する経

費 

国実施要綱別紙２の第７に基づき、国

及び県の資源向上支払交付金（地域資

源保全プランの策定）と一体的に、市

が交付する交付額 

資源向上支払交付金（組織

の広域化・体制強化） 

国実施要綱別紙２の第４の４及び県

実施要綱別紙２の第４の４に基づ

き、対象組織が、組織の広域化・体

制強化を実施するために要する経費 

国実施要綱別紙２の第７に基づき、国

及び県の資源向上支払交付金（組織の

広域化・体制強化）と一体的に、市が

交付する交付額 
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様式第１号（第３条、第５条関係） 

様式第２号（第４条、第５条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

 


